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学校法人 北都健勝学園 

 





～ ご挨拶 ～ 

 

平成 28 年度は、学園の方向性を定める上で重要な年となりました。 

大学院を中心とする研究の充実が、未来を見据えた国際的視野での展開へと歩みをすす

めました。また、言語聴覚学専攻を大学院へと移行することを決意し、その特色をさらに明確

にいたしました。 

学部では、ゼミ制度の導入で師弟関係を通して、専門性をより意識づけられるようになりま

した。また、作業療法学専攻の国家試験をはじめ、各専攻の努力が徐々に浸透してきており

ます。 

２つの看護ならびに東洋医療への教育は、それぞれの特色を活かしつつ、安定して行えた

と思います。 

諸先生ならびに事務の方々の努力に感謝いたします。 

こうした学内での変化は、学外にはなかなか分かりにくい変化だと思います。しかし、確実に

時代の変化の波に乗り移れるように、精一杯舵を取り続けております。こうした時には、船が大

きく揺らぎ、向かう強風にも阻まれがちです。迷うことなく、その道を見据えて羅針盤に従って

帆をひろげて行きます。 

今日ありますのも、保護者の方々、卒業生の皆様、そして地域の皆様の本学園へのご尽力

のおかげでございます。誠にありがとうございます。 

至らぬ点も多々ございますが、変わらぬご理解とご支援を賜りたいと存じます。どうぞよろしく

お願い申し上げます。 

 

学校法人 北都健勝学園 

理事長 的場 巳知子 
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Ⅰ．法人の概要 

 １．法人の名称     学校法人北都健勝学園 

 

 ２．事業所の所在地  新潟県村上市上の山２番 16号 

 

 ３．認可年月日     平成６年 12月８日 

 

 ４．建学の精神 

「人の心の杖であれ」 

この精神を礎とした崇高な倫理観、優れた医療人としての厳格さと慈愛を併せもつ全人教育を

目指します。 

 

 ５．北都健勝学園の理念 

「からだをみて」「心をみて」「社会をみて」ゆく、学園です。 

統合医療、チーム医療を実現できる人材育成が使命です。 

地域社会、国際社会に貢献できる医療人育成を目指します。 

 

 ６．法人の沿革 

年月 内容 

平成 ６年 10月 学校法人北都健勝学園 新潟リハビリテーション専門学校設立準備室開設 

平成 ６年 12月 学校法人北都健勝学園寄附行為認可 

平成 ７年  ４月 
新潟リハビリテーション専門学校開校（理学療法学科，作業療法学科，言語聴覚学

科〔開校時：言語療法学科〕） 

平成 12年 ４月 新潟リハビリテーション専門学校に、鍼灸療法学科を増設 

平成 16年 ４月 新潟看護専門学校開校（看護学科） 

平成 19年 ４月 
新潟リハビリテーション大学院大学開学（リハビリテーション研究科リハビリテーション医

療学専攻 摂食嚥下障害コース，高次脳機能障害コース） 

平成 22年 １月 新潟看護医療専門学校附属東洋医療センター鍼灸治療院開院 

平成 22年 ４月 

新潟リハビリテーション大学開学（医療学部リハビリテーション学科 理学療法学専

攻，言語聴覚学専攻） 

学部設置に伴い、大学院大学を新潟リハビリテーション大学大学院に改称 

平成 22年 ４月 新潟看護専門学校を新潟看護医療専門学校に改称し、東洋医療学科を増設 

平成 22年 ４月 村上東洋医療センター開院（訪問治療）  

平成 23年 ８月 新潟リハビリテーションクリニック開院 

平成 25年 ３月 新潟リハビリテーション専門学校閉校 

平成 25年 ４月 
新潟リハビリテーション大学医療学部リハビリテーション学科に、作業療法学専攻を増

設 

平成 26年 ４月 
新潟リハビリテーション大学大学院リハビリテーション研究科リハビリテーション医療学

専攻に、運動機能科学コースを増設 

平成 27年 ４月 新潟看護医療専門学校村上校開校（看護学科） 

平成 28年 ４月 

新潟リハビリテーション大学医療学部リハビリテーション学科に、リハビリテーション心理

学専攻を増設 

新潟リハビリテーション大学大学院リハビリテーション研究科リハビリテーション医療学

専攻の東京サテライトキャンパスを開設（高次脳機能障害コース） 
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 ７．設置する学校・学科及び関連施設 

（１）学校名：新潟リハビリテーション大学 

学 部：医療学部 

学 科：リハビリテーション学科 

専 攻：理学療法学専攻、作業療法学専攻、言語聴覚学専攻、リハビリテーション心理学専攻 

住 所：〒958-0053 新潟県村上市上の山２番 16号 

 

研究科：リハビリテーション研究科 

専 攻：リハビリテーション医療学 

コース：摂食・嚥下障害コース、高次脳機能障害コース、運動機能科学コース 

住 所：〒958-0053 新潟県村上市上の山２番 16号 

 

 

（２）施設名：新潟リハビリテーション大学大学院 東京サテライトキャンパス 

研究科：リハビリテーション研究科 

専 攻：リハビリテーション医療学 

コース：高次脳機能障害コース 

住 所：〒171-0022 東京都豊島区南池袋 〔平成 28年度〕 

※平成 29年度より移転 

住 所：〒101-0021 東京都千代田区外神田５-２-４ TOKEN ビル４F 

 

 

（３）学校名：新潟看護医療専門学校 

学 科：看護学科、東洋医療学科 

住 所：〒950-2264 新潟市西区みずき野 1-105-1 

 

 

（４）学校名：新潟看護医療専門学校村上校 

学 科：看護学科 

住 所：〒958-0052 新潟県村上市八日市 15-92 

 

 

（５）施設名：新潟看護医療専門学校附属東洋医療センター鍼灸治療院 

業務の種類：はり、きゅう 

住 所：〒950-2264 新潟市西区みずき野２-20-38 

 

 

（６）施設名：村上東洋医療センター（訪問） 

業務の種類：はり、きゅう 

住 所：〒958-0053 新潟県村上市上の山２番 16号 

 

 

（７）施設名：学校法人北都健勝学園 新潟リハビリテーションクリニック 

業務の種類：心療内科、精神科、内科、リハビリテーション科 

住 所：〒958-0053 新潟県村上市上の山２番 16号 
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８．定員、学生数の状況（平成 29年３月 31日現在） 

 

新潟リハビリテーション大学 新潟看護医療専門学校 

新 潟 看 護 

医療専門学校 

村上校 

合計 
理学療法学 

４年制 

定員 40名 

作業療法学

４年制 

定員 40名 

言語聴覚学 

４年制 

定員 25名 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 

心 理 学 

４年制 

定員 15名 

研究科 

２年制 

定員 12名 

看護 

３年制 

定員 40名 

東洋医療 

３年制 

定員 15名 

看護 

３年制 

定員 40名 

１学年 55 27 9 17 7 43 2 40 200 

２学年 54 41 28 2 1 41 7 43 217 

３学年 56 28 20 - 2 42 9 - 157 

４学年 43 19 27 -     89 

合計 208 115 84 19 10 126 18 83 663 

 

 

９．役員等の概要（平成 29年３月 31日現在） 

理 事（定数７人以上８人以内）：現数８人 

区分 氏名 常勤・非常勤の別 備考 

理 事 長 的場 巳知子 常 勤 平成 14年 10月 22日 就任 

副理事長 伴  雅 史 非常勤 平成 22年  ４月  １日 就任 

専務理事 小田 奈美枝 常 勤 平成 25年  ５月  ８日 就任 

理 事 山 村  千 絵 常 勤 平成 27年  ４月  １日 就任 

理 事 近  貴 司 常 勤 平成 27年  ４月  １日 就任 

理 事 川 崎  久 非常勤 平成 14年 12月  １日 就任 

理 事 加 藤  幹 司 非常勤 平成 22年 10月  １日 就任 

理 事 大滝 かおり 常 勤 平成 27年  ４月  １日 就任 

監 事（定数２名）：現数２名 

区分 氏名 常勤・非常勤の別 備考 

監 事 鳥 田  次 郎 非常勤 平成 19年  ４月  １日 就任 

監 事 宍戸 由喜夫 非常勤 平成 25年  ５月 22日 就任 

 

 

１０．評議員の概要（平成 29年３月 31日現在） 

  評議員（定数 1５人以上 17人以内）：現数 17人 

区分 氏名 常勤・非常勤の別 備考 

評議員 浅 海  岩 生 常 勤 平成 27年  ４月  １日 就任 

評議員 髙 橋  明 美 常 勤 平成 27年  ４月  １日 就任 

評議員 松 林  義 人 常 勤 平成 27年  ４月  １日 就任 

評議員 宇 津木  努 非常勤 平成 17年  １月 27日 就任 

評議員 中 原  穣 非常勤 平成 25年  ５月  ８日 就任 
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区分 氏名 常勤・非常勤の別 備考 

評議員 髙 橋  圭 三 常 勤 平成 19年  ４月 25日 就任 

評議員 星 野  浩 通 常 勤 平成 22年  ４月  １日 就任 

評議員 小 池  郁 代 常 勤 平成 25年  ５月  ８日 就任 

評議員 郷 内  秀 樹 非常勤 平成 20年  ７月  ９日 就任 

評議員 金 子  良 治 非常勤 平成 25年  ５月  ８日 就任 

評議員 康  徳 龍 非常勤 平成 25年  ５月  ８日 就任 

評議員 石 橋  政 雄 常 勤 平成  7 年  ４月  １日 就任 

評議員 浦 壁  英 紀 常 勤 平成 14年  １月 27日 就任 

評議員 海 藤  是 夫 常 勤 平成 14年  ４月  １日 就任 

評議員 近  貴 司 常 勤 平成 15年 12月 15日 就任 

評議員 原 田  慎 司 常 勤 平成 25年  ５月  ８日 就任 

評議員 鈴 木  光 江 常 勤 平成 27年  ４月  １日 就任 

 

 

1１．教職員の概要（平成 29年３月 31日現在） 

区 

分 

法人本部 
新潟ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

大学 

新潟看護医療 

専門学校 

新潟看護医療 

専門学校村上校 
合計 

本務 兼務 本務 兼務 本務 兼務 本務 兼務 本務 兼務 

教 

員 
－ － 30 3 14 1 10 1 54 5 

職 

員 
3 5 21 12 3 1 6 0 32 18 

計 3 5 51 15 17 2 16 1 86 23 
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Ⅱ．事業の概要 

１．法人本部 

１．学生確保と、教育の質的向上のための国際化事業提携を推進させた。 

少子高齢化が進み、2018年以降、大学進学者が大きく減少していくいわゆる 2018年問題等、学

生確保が更に厳しい状況になることが予想される。教育環境整備が教育の質的向上に繋がり、更に

は学生確保にも大きく影響するため、施設、設備の修繕をはじめ学習環境の改善・整備を進めた。今

後も計画的に教育環境を整えていく。 

 

２．研究の国際協力化と個別研究活動の支援・指導の充実を図った。 

近年、我が国ではグローバル化の進展に伴い国際化が求められている。今後も、海外の大学との

協力提携、産学連携等を推進していく。 

 

３．東洋医療センターを含む、新たな統合医療教育に向けた整備を行った。 

あらかわ病児保育所の申請手続きを行った。また、その健全な運営のために、社会福祉法人真心

福祉会との提携準備を行った。 

 

４．少人数専門教育を実践するための、新たな学科、カリキュラムの整備を進めた。 

新潟リハビリテーション大学大学院リハビリテーション研究科リハビリテーション医療学専攻の東京サ

テライトキャンパスを開設した。また、大学院に「心の健康科学コース」開設の準備を行った。 

 

５．チーム医療教育を支える、事務職員のスキルアップを図った。 

平成 27 年４月、新潟リハビリテーション大学医療学部リハビリテーション学科にリハビリテーション心

理学専攻を増設した。チーム医療教育を支えるため、法人本部並びに事務組織の体制を整備した。 

 

６．大学建て替えの寄付金の継続募集を行った。 

新潟リハビリテーション大学の校舎新築並びに既存棟の改修を平成30年度の着工を目指し、寄付

金の募集を開始した。目標額達成に向け、引き続き募金活動を行っていく。 

 

７．次世代教育への移行を開始した（平成 30年度に向けた準備）。 

時代の変化に積極果敢にチャレンジする精神と、現状を改善・改革する意識を備え、社会の期待

に応え、学園の発展に寄与する責務があるとの意識を持った教職員の育成強化に努めた。 

 

 

 

平成 28 年度 衛生委員会活動報告 

学園教職員の健康に関する取り組み 

教職員の健康障害防止や健康促進の為、衛生委員会では活動をしているが、例年実施をしている、

教職員定期健康診断、インフルエンザ予防接種（毎年、衛生委員会では学園内勤務の全教職員にイン

フルエンザワクチン接種時の金銭的補助を行っている）、巡回調査を実施したものの、例年に比べ活動

が緩やかであった。平成 28 年度の新たな取り組みとして、改正労働安全衛生法に基づき、秋にストレス

チェックテストを実施した。今後もセルフケアのさらなる充実化及び働きやすい職場環境の形成を目的に

継続的に実施をしていきたいと考えている。次年度においては委員間の意思疎通を図り、学園教職員の

健康障害の防止及び健康の保持増進を積極的に支援できる活動を展開していきたい。 
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２．新潟リハビリテーション大学 

（１）大学全体 

１．事業の概要 

大学を取り巻く環境が年を追うごとに厳しさを増していく中、さまざまな改革にスピード感を持って取り組ん

でいくことの重要性を認識し、正確で迅速な業務の遂行のために、チェック体制等を強化した。併せて、法

令等を遵守した適切な運営を実施するために、高等教育情勢の変化や他大学の動向をいち早くキャッチ

する必要があり、日本私立大学協会、大学基準協会、高等教育コンソーシアムにいがた、村上市や近隣

自治体、関係諸団体等の会合や各種研修会等には、教職員を積極的に参加させた。 

 2016 年度に完成年度を迎えた医療学部リハビリテーション学科作業療法学専攻は、初めての卒業生を

輩出し、国家試験の合格率も全国平均を上回った。また、リハビリテーション領域に関する認証評価機関で

ある一般社団法人リハビリテーション教育評価機構による教育評価を受審し、教育水準を満たしているとの

認定を受けた（先に完成年度に達した理学療法学専攻と言語聴覚学専攻は過年度に認定済み）。さらに、

作業療法士の国際機関である世界作業療法士連盟（World Federation of Occupational Therapsist : 

WFOT）の認定校ともなった。 

 

主な事業の目的・計画、計画の進捗状況について 

① 長期ビジョンの実現に向けた中長期計画の実施 

2015 年９月に策定された「学校法人北都健勝学園中長期計画」に則って、大学運営を進めた。 

大学の組織を強化して競争力を増すため、医療学部リハビリテーション学科において、リハビリテーショ

ン心理学専攻を設置（定員15名）し、代わりに言語聴覚学専攻の入学定員を40名から25名に削減し

た。なお、学部全体の入学定員は 120 名のままとした。新専攻設置に合わせて、他専攻からの転専攻

希望者の受け入れを容易にするため、転専攻制度の見直しと充実を図った。また、新たに制定した長期

履修制度を活用した社会人の入学も見られた。 

大学院リハビリテーション研究科では、高次脳機能障害コースにおいて、社会人学生を対象としたサ

テライトキャンパスを東京地区に設置し、授業収録システムを活用したウェブ授業やスカイプによる双方

向面談等を展開した。次年度に向けての学生募集も順調であったため、より良い学修環境を求めて、

2016 年度末にはキャンパスを移転（池袋から秋葉原へ）した。さらに、2017 年度から村上キャンパスに

おいて、心の健康科学コースを設置することを決定し、カリキュラム編成等の準備を行った。 

学部・大学院ともに、今後、組織的に留学生を受け入れていく準備として、外国人向けの学生募集要

項の作成や日本語教育の検討、シェアハウスの整備等を行ったほか、2017 年度から専門部署として国

際交流室並びに同委員会を立ち上げることとした。 

 

② 総合的な教育改革の推進 

医療学部では、学生の教育指導体制について、従来のチューター制からゼミ制に変えた。さらに、人

材養成目標を具現化するため、2018年度から総合的なカリキュラム改革を実施することとし、各専攻で

提供する履修プログラムの内容を検討した。また、学修時間の確保とアクティブ・ラーニングを活性化す

る授業運営体制を構築するため、一部の授業で反転授業（反転授業とは. 従来、教室で行われていた

「知識伝授」の要素をビデオ化し、自宅にて学習し、従来、自宅で宿題を通して行われていた「知識の咀

嚼」の要素を教室で行う教育形態のこと。文部科学省による。）を導入した。さらに、地域を対象とした課

題解決型学習やフィールドワークなど、学生が主体的に地域と関わる授業を必修として取り入れた。 

一方、原級留置となった学生の経済的負担を減らし学修に専念できる環境を提供するため、新たに

学費減免制度（単位修得を必要とする科目数に応じた学費の設定）を導入した。 

遠方から通学する学生の便宜を図るため、2017 年度から、学部・大学院ともに、１限の授業開始時

刻を 30分繰り下げることを決定し、そのための時間割編成を準備した。 
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言語聴覚士養成教育については、世界的な動向を鑑みて、大学院修士課程での教育を実施するこ

とが適当であるとの結論に達し、医療学部リハビリテーション学科言語聴覚学専攻としての学生募集は

2017年度を最後とし、2018年度以降は、大学院で言語聴覚士養成教育を実施できるよう準備を進め

ていくこととした。 

さらに、心理系初の国家資格となった「公認心理師」を目指すカリキュラムを、関係法令等と対応させ

ながら、学部から大学院へと連続性を持たせて整備していくこととし、そのための情報収集を進めた。 

 

③ 教育の情報化推進および情報環境整備 

教務システム「Campus Magic」導入により可能となった学修ポートフォリオ（学生が、学修過程並びに

各種の学修成果を長期にわたって収集し記録したもの。文部科学省による。）の整備を推進・活用し、学

修支援体制を強化した。さらに、アクティブ・ラーニング（教員による一方向的な講義形式の教育とは異

なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。文部科学省による。）や遠隔

授業などに適応する施設設備の整備（アクティブ・ラーニングエリアの設置、授業収録システムの運用

等）を、私立大学等教育研究活性化設備整備事業の補助金を活用して進めた、 

 

④ 国家試験指導体制および国家試験対策の強化・充実 

国家試験の合格率は、大学に対する社会的評価の重要な基準のひとつである。学長裁量経費の教

育研究課題にも据え、目標合格率の達成をめざし、全学を挙げて取り組みを強化した。課題となってい

る低学力学生や既卒生への支援、学修スペースの確保および指導スキルの向上等については、学生・

キャリア支援委員会のほか、新たに設けた学習センターとの連携強化等を通じて課題の解決に努めた。 

また、卒業年次において、わずかな単位不足等により卒業を認定することができない学生のうち、翌年

度の前期中に卒業要件を満たすことが見込まれ、かつ、秋卒業を希望する学生は、申請・受理ののち、

翌年度の前期終了時に卒業要件を満たした場合は、９月末での卒業が可能となる、いわゆる「秋卒業

制度」を 2016 年度の医療学部４年生から設けることを決定した。 

 

⑤ 地域との連携強化 

2015 年度に地域連携推進室を整備し専任の職員を置いたことで、地域との関係が強化し、複数の

近隣自治体や産業界等と包括連携協定を締結した。協定に基づき、村上市との連携協議会の開催、

自治体の各種審議会等へ本学より委員の派遣、地域連携に関する情報発信としての Campus 

Magazine の定期的な発刊、②で述べたような学生の地域学修、公開講座の充実等を行った。 

 

⑥ 防災・危機管理体制の確立 

2015 年度に地震発生時の避難誘導図の掲示、個々の危機発生時のフローチャート等を策定した。

2016 年度は、実際に火災等を想定した避難訓練を実施し、消防署職員による講話を受けた。その他、

関係諸団体の協力のもと、道路の街灯設置や雪かき等による安全な通学路の確保を行った。危機管理

マニュアルについては、引き続き法人主導で整備を進めていく。 

 

⑦ 全学的な研究プロジェクト実施 

2015 年度に採択され、3 か年計画で実施中の、学長をプロジェクトリーダーとする大型研究「私立大

学戦略的研究基盤形成支援事業： 地域高齢者の日常生活機能を向上させるプロジェクト」を推進する

とともに、本事業に付随して、地域の高齢者を対象とした「転倒予防教室」、「食べる力をつける教室」を

開講した。転倒予防教室については、本学以外に関川村でも開講した。このほかにも、地域連携を視野

に入れた特色ある研究活動を実施した。 

 

⑧ 研究費の拡充、施設設備の充実、研究成果の発信等 

科学研究費助成事業をはじめとする競争的研究資金の積極的導入を図るとともに、研究活動の適正
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化に向けた研究不正防止体制を強化し、教職員の医療倫理 e-learning コースの履修を推奨した。さら

には、新潟県地域共同リポジトリやメディカルオンライン等を活用した研究情報の発信、新潟リハビリテー

ション大学紀要の査読体制の充実を図った。また、国際的な研究の推進のために「安全保障輸出管理

規則」が、産学連携研究の推進に向けて「利益相反マネジメント規則」が新たに学園規則として制定され

た。 

 

⑨ いわゆる「障害者差別解消法」制定に伴う対応 

2016年４月に、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」が施行さ

れ、障害のある学生に対する不当な差別的取扱いを行わないこと、そして合理的配慮の提供を行って

いくことについて、私立大学では努力義務が課せられた。本学では、学内の教職員が行うべき共通の対

応や指針を学長裁定により制定した。しかし、一律の対応では不十分なケースや、別の方法が最適とな

るケースも想定されたため、当該学生にとって最適となる対応を見つけ出し、支援していく体制を整える

べく、対応に当たってのフローチャートを作成した。数名の学生が合理的配慮の対応となっており、一部

ウェブ授業での対応や、定期試験時の別室受験、通院時の配慮等を実施した。 

 

⑩ ３校合同同窓会の発足 

本学同窓会の「心杖会」と、新潟リハビリテーション専門学校同窓会の「三面会」、新潟看護医療専門

学校同窓会の「つばさ会」からなる学校法人北都健勝学園合同同窓会が発足し、９月 23 日に、第一回

の会合が開催された。これまでは、各校の同窓会がそれぞれに活動して、それぞれの母校を支えていた

が、合同同窓会設立を機に、大学・専門学校の枠を越えて、学園全体の支えができた。 

 

⑪ 初代学長の瑞宝中綬章受章 

11月３日付け2016年秋の叙勲が発表され、本学の初代学長である大澤源吾教授が瑞宝中綬章を

受章された。大澤教授の長年にわたる、教育と研究への多大な貢献が評価された。 

 

 

２．学生確保に向けた取り組み 

学部、大学院ともに、学生確保は最重要課題とし、全学的な広報マインドを強化し、大学ブランドの向

上・定着を図った。 

 

① 医療学部のアドミッション・ポリシーの更新 

以前より、医療学部全体のアドミッション・ポリシーにおいて、高等学校段階で特に習得して欲しい科目

群について提示を行っていたが、学部の専攻ごとに習得しておくべき科目群の提示を行う形に変更し、

2017 年度入試より適用することにした。これに伴い、医療学部全体のポリシーは、それらを包括するよう

な以下の文言に変更した。 

リハビリテーション分野において地域社会や国際社会に貢献するためには、人間愛や道徳心を持ち、

広い視野に立って専門性の高い知識や技術を身につけることが求められ、以下に示す「主体性・多様

性」、「知識・理解」、「思考・判断・態度」、「技能・表現」の項目に挙げる内容を重視し入学者受け入れ

を行う。 

○主体性・多様性：人間の心と体を理解するには、多様な人々と社会への洞察力が必要となってく

る。従って日頃より答えのない問題に自分で答えを見出し、自分の意見を持って

いることが重視される。 

○知 識 ・ 理 解：大学の授業の土台となる知識として、人文科学、自然科学、社会科学の基礎を

しっかり勉強しておくことが、入学後の学修にとってきわめて重要である。 

○思考・判断・態度：社会との関わりにおいては人間愛や道徳心を持って考え行動することができる人

が求められる。 
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○技 能 ・ 表 現：広い視野に立って専門性のある知識と技能を身につけること、また自己表現力・

他者理解力を養う努力を怠らない人が求められる。 

 

② ２つの高等学校と高大連携協定の締結 

新潟県内の２つの高等学校（私立新発田中央高等学校、県立村上桜ヶ丘高等学校）と高大連携協

定を締結（県内高等学校と県内大学間の協定締結は本学が初）し、さまざまな相互協力・連携活動を

行っていくこととした。入学試験においては、新たに高大連携特待生制度、地域特待生制度を設けた。 

 

③ 多面的・総合的な入試（アドミッション・オフィス（AO）入学試験プレゼミナール型）の導入 

医療学部では、新しく、プレゼミナール型の AO 入試を導入した。この入試では、プレゼミナール参加と

受講レポートの作成ののち、自己アピール資料を提出させ、面接時に同資料を用いたプレゼンテーション

を行なわせて総合的に評価した。新 AO入試の導入により、明確な目的意識を持ちコミュニケーション能

力の高い優秀な学生を、早期に確保することにつながった。また、AO 入試の志願者数、合格者数は前

年度よりも増え、全入学者に占める割合も増加した。 

 

④ 特任教授制度の活用 

医学領域で活躍されている方のほか、特徴的な心理パフォーマンスや著作等で有名なメンタリスト

DaiGo 氏を特任教授として起用した。メンタリスト DaiGo 氏には、通常の本学での講義を担当いただいた

以外に、学園祭やオープンキャンパス等でも講演やパフォーマンスを行っていただいた。さらには、高大

連携高等学校 2 校への出前授業を実施していただくなど、本学在学生のみならず、近隣住民や高校生

等にも好評であった。 

 

⑤ タグライン、スクールカラー、キャラクター、ロゴマークの制定 

本学の特色や個性を社会に強くアピールしてブランド力を高めるとともに、地域の方々をはじめとするス

テークホルダーに、これまで以上に本学に親しみを持っていただけるよう、タグライン、スクールカラー、キ

ャラクター、ロゴマークを制定した。タグライン、キャラクターは学園と同一のものとし、それぞれ「人の心の

杖であれ」「３匹の犬」とした。スクールカラーは「サーモンピンク」とした。ロゴマークは学生・教職員への公

募により決定し、村上市の花「ハマナス」をベースに花が咲き開くことと、「大学の使命となる四方（教育、

研究、地域貢献、グローバル化）へ向けての役割を果たすことで未来へ向けて花開く」というイメージを掛

けて表現したデザインを採択した。 

 

⑥ 高校生向けサマースクールの実施 

初の試みである高校生向けサマースクールを８月４日に開催した。参加者には 50 分の楽しくためにな

る講義２コマ（リハビリテーション心理学専攻教員による“折れない心の作り方”、学長による“きのこの山

VS たけのこの里に学ぶおいしさの科学”）と、その後１時間ほどの作業（“革細工のコースター”と“押し花

のしおり”作り）に取り組んでもらった。 

 

⑦ 入試ガイドの作成 

本学のさまざまな入試制度とそれぞれの出願要件をまとめ、また、特待生制度をはじめとした学費減

免制度等を受験生にわかりやすく説明するために、学生募集要項の他に、入試ガイド（見開きパンフレッ

ト）を新たに作成した。 

 

⑧ パブリシティの効果的な活用 

高等教育コンソーシアムにいがた情報発信部会の幹事校として、その役割を果たすとともに、テレビの

特集番組（新潟の大学・短大そこが知りたい 2016）での大学紹介や CM、ラジオ中継での大学紹介、新

聞やテレビのニュース報道（学生や教職員の活動紹介等）などを活用して広報した。 
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⑨ ブログや各種 SNS等を通じた情報発信 

   本学ホームページ上にいくつか掲載されているブログは、同じ場所で一括して閲覧できるよう整理した。

公式ツイッターアカウントも増設するなど、情報発信の頻度をいっそう高めた。 

 

 

３．教職員並びに教育の資質向上を目指した取組み 〔教育環境整備〕 

学修・教育環境の整備を推進し教育の質を向上した。教職員の資質向上のための方策については、新

任教員研修会等の充実を含め、全学的に FD 委員会が主体となって取り組んだ。 

 

① 学習センターの開設 

新たに学習センターを立ち上げ、学び力の向上のため、科目授業以外のさまざまな対策や指導法の

開発を行った。たとえば、身体・心理的健康管理や相談、コミュニケーション力の向上、基礎学力の補強、

教科受講に必要な知識や情報の補強、科目試験対策などのほか、ワークショップやレクリエーションも実

施した。 

 

② 組織力強化のための FD/SD 研修会実施 

FD 委員会が主体となって“若者支援に取り組む教育 NPO 法人 NEW VERY”に、“本学の組織力につ

いての分析”を依頼した。その後、同NPO法人のアドバイザーによる、“組織力強化のためのFD/SD研修

会”を、６月の初旬、中旬、下旬と３回シリーズで学内において開催した。中旬の 13 日に開催した会では、

全教職員を対象としたワークショップを実施した。１班４人程度の小グループに分かれて「自学のウリ、強

み、弱み、大学が成長するプラス材料、成長を妨げるマイナス材料等を付箋紙に書き出し、大きな紙に

貼り付けていき、SWOT（強み・弱み・機会・脅威）分析に発展させた。全教職員で共通の課題に取り組む

という作業を通して、各人が大学を支えていること、また、ひとりひとりが大学の発展に貢献していくための

意識づけがなされた。上旬（６日）と下旬（２８日）の会は、大学運営委員会や入試・広報委員会等の主

要なメンバーを対象としたもので、より実践的な取り組みを行うことができた。 

 

③ 学長裁量経費を活用した教育研究改革の推進 

   国家試験合格率の向上と休・退学者の軽減をテーマとした２課題を学長裁量経費対象の研究として

採択し、教育改革の進展を図った。 

 

④ 提案箱と感動箱の設置 

2015 年度から設置している学生意見箱は、意見の投函目的をより明確化させ、大学への提案も寄

せてもらうため、2016 年度は「提案箱」と「感動箱」の２つに分けて設置した。学生の意見を吸い上げるこ

とで、教育や大学運営の質的向上につなげた。また、従来から活用している学生満足度調査を継続実

施し、講義や実習等に対する要望への対応や、学生生活支援の充実を引き続き行った。 

 

⑤ 図書館設備の充実 

   2016 年度私立大学等教育研究活性化設備整備事業採択に伴う補助金を活用して、図書館システ

ムをリニューアルしたほか、AV ブースの設置、閲覧席増加等を図った。業者による文献検索セミナーの

ほか、司書によるミニ文献検索セミナーも複数回実施した。また、夕方以降の図書館カウンター業務に、

学生アルバイトを起用し、学生の経済的援助を図るとともに、夜間開館時の対応人員不足の解消につな

げた。 

 

 

４．財政基盤の安定に向けて 

① 運営費補助金獲得と補助金を活用した施設設備の整備 
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大学運営を円滑に進めていくためには、潤沢な資金調達が必要である。大学の収入は学生の授業料

等納付金に依存する割合が大きいものの、学生納付金のみでは、より良質な教育環境を提供することは

難しい。2016 年度も国からの補助金獲得に力を入れ、そのために全教職員の協力を得ながら、さまざ

まな教育改革を一気に進めた。 

教育改革の成果や適切な運営状況が認められ、「2016年度私立大学等改革総合支援事業タイプ1

（教育の質的転換）およびタイプ２（地域発展）」に採択された。付随して交付申請した「2016 年度私立

大学等教育研究活性化設備整備事業」も採択され、それによる補助金を活用して 2016 年度末までに

図書館システムのリニューアル等を実施した。さらには、2016年度私立大学等経営強化集中支援事業

タイプ A にも採択され、交付補助金は今後、さまざまな大学運営のために活用していく予定である。 

科研費の間接経費については、学会ポスター等を作成することのできる大型プリンターの購入費用等

に充てた。 

 

＊以上のように、2016 年度は多岐にわたる活動を活発に行った結果、多くの事業を目的通りに実施する

ことができた。 

 

 

 

（２）医療学部 

１．事業の概要 

平成 28年度は開学より７年目を経過し、第４回の卒業生として理学療法学専攻 38名、作業療法学専

攻 17名、言語聴覚学専攻 23名、計 78名を社会に送り出した。 

本年度の主な活動結果を要約すると、国家試験については、理学療法学専攻・言語聴覚学専攻ともに

前年度より改善され、特に作業療法学専攻においては高い合格率となり教育改善の効果が発揮された。 

次に外部認証評価機関（リハビリテーション教育評価機構）による認証評価における指摘事項についても

引き続いて努力してきた。専任教員の科目担当比率の均等化については次年度への引継ぎもあり一部の

教員の受け持ち数が多くなっており大きな改善を示さなかった。学生に見合った備品・教材・教室面積の

確保は、備品・教材については、ほぼ目標を達成した。教室面積については、今後予定されている新校舎

建設計画の中で解決していく。 

学生確保については、全国的な大学受験者の減少もあり本学も減少傾向にあった。入試区分による入

学者数は、前年比で多くの区分において減少傾向であったが早期に実施される AO 入試においては増加

傾向にあった。また高大連携協定の効果として２名の入学者を確保できた。 

教育の質的向上および学生支援については、学内 Wi-fi 環境の整備、ゼミ制の本格導入、学習センタ

ーの稼働開始などにより大幅な改善を見ることができた。 

地域との連携については、前年度同様に各種地域イベント、講習会、地域団体・行政機関への委員派

遣などの他、高大連携協定の締結、導入教育科目「基礎演習Ⅰ」での地域貢献ボランティアへの参加な

どを実施してきた。 

以下、本年度実施した事業について報告する。 

 

 

２．国家試験対策への取り組み 

平成 28 年度の国家試験対策の成果は、理学療法学専攻は第 52 回理学療法士国家試験を新卒 38

名・既卒生 13 名が受験し、新卒合格者 33 名・合格率 86.8% (前年度 81%)、既卒合格者９名・合格率

69.2%(前年度45%)で全体としては42名合格・合格率84.2%(前年度73.6%)であった。また言語聴覚学専

攻は第 19 回言語聴覚士国家試験を新卒 23 名、既卒生９名が受験し、新卒合格 17 名・合格率

73.9%(前年度60%)、既卒生は合格５名・合格率55.5%(前年度33.3%)で全体としては22名合格・合格率
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66.8%(前年度53.8%)であった。本年度は両専攻に加え作業療法学専攻の1期生が第52回作業療法士

国家試験に挑んだ。結果は新卒 17名が受験し、合格者 16名・合格率 94.1%であった。本年度の国家試

験結果は、理学療法学専攻・言語聴覚学専攻学専攻とも合格率が上昇している。特に作業療法学専攻

においては初めての受験に関わらず好成績を記録した。 

学生全体の学力向上には、入学前教育が重要であり Office365 を用いた e-learning を平成 27年度よ

り実施してきたが、本年度はAO試験合格者に対し外部業者が提供する教材を使用したことにより充実した

通信教育が実施できた。次年度は合格予定全員にこの通信教育を適用する予定である。また e-learning

の通信環境は、平成 27 年度私立大学等教育研究活性化設備整備事業補助金による機器の整備により

学内のWi-Fiが接続しづらい問題が解消し、インターネットを使用した模擬試験もスムーズに実施できるよう

になった。 

入学後は、如何に４年間学修を停滞なく学生生活をサポートしていくことの重要性から、平成 28 年度よ

り「学習センター」がスタートした。主なメンバーは委員長・副委員長各１名、教員３名で構成され、専門科

目の基礎サポート、補習セミナー、学習相談、ワークショップなどを多数実施し利用者は徐々に増大してい

る。 

国試対策として重要なものの１つは、個別の学生へのサポート体制である。平成28年度はチューター制

よりゼミ制への移行期であった。国家試験対策において重要な３年・４年生をゼミ担当が継続的に指導でき

る体制ができた。 

 

 

３．外部認証評価を基に大学改善 

前年度に引き続き外部認証評価（リハビリテーション教育評価機構）に基づく改善に努力した。まず専任

教員の適正授業時間数配分については、教員１名当たりの最大受け持ち科目数は本年度 18 科目(前年

度19科目)、最小１科目(前年度１科目)、平均6.6科目(前年度6.1科目)、中央値４科目(前年度4.5科

目)と中央値以外は改善を示さなかった。これはまだ一部教員への負荷が突出している状況を示すが、経

験年数の長い教員が次年度への引継ぎのために重複して科目を受け持った結果であると思われる。次に

学生数に見合った教材・備品の補充については、平成28年度の予算でほぼ充当された。教室面積につい

ては平成 31年度の新校舎計画のなかで適正化していきたい。 

 

 

４．学生確保に向けた取り組み 

平成29年度入試(平成28年度実施)は、全国的大学進学者数減の影響もあり本学でも次年度入学予

定者数の減少が見られた。次年度全入学予定者数は75名(平成28年度111名)である。専攻別での入

学予定者数は理学療法学専攻で44名(平成 28年度55名)、作業療法学専攻19名(平成 28年度 27

名)、言語聴覚学専攻9名(平成28年度10名)、リハビリテーション心理学専攻３名(平成28年度19名)

となり全体的に減少し、定員を満たすのは理学療法学専攻のみであった。入試種別で見ると早期に実施さ

れた AO入試が 21 名(平成 28年度 18名)でやや好調であったことより、他校が確定していない時期の取

り込みが重要であると考えられる。また本年度は AO 入試前のプレゼミナールに教員と触れ合う場を作った

のも良い影響をもたらしたものと考えられる。また指定校第一回公募推薦入学試験においては２名の高大

連携協定による入学者がおり一定の効果をもたらしたと推察される。 

 

 

５．教育の質的向上を目指した学内での取り組み 

本年度実施した主な教育の質を高める取り組みについて報告する。まず新教務システム(Campus 

Magic)の普及と活用については、予定していた成績分析機能の追加は業者選定と内容検討を行い現行シ

ステムよりの成績抽出オプションの次年度予算化を行うこととなった。また同様に予算化を検討した事項と

して学生面談記録、実習履歴記録機能の追加も検討した。次に e-learning の利用拡大であるが、前述し
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たようにWi-fi 環境の改善に伴い一般教室でのインターネット利用が可能となり授業への活用やWEB模試、

練習問題課題の実施が円滑に行えるようになった。 

アクティブ・ラーニングの活性化については、アクティブ・ラーニングエリアに設置された IT 機器の利用は

ゼミ活動や学生のグループワークなどに頻繁に活用されるようになってきた。また一般の授業への活用も定

例化してきた。 

カリキュラムの見直しについては、教務・実習委員会にカリキュラム・ワーキンググループを立ち上げ検討

を行ってきた。基本的方針として、１単位(45 分授業、１５回)を１科目として再編成し小単元ずつの授業形

態とし集中して学修できるようにすること、学生の進路に合わせた学修プログラムを各専攻で検討すること、

一日の授業開始時間を３０分遅くし遠隔地よりの通学利便性を確保するなどの方針が決定されカリキュラ

ム改訂作業が進んでいる。 

 

 

６．学生支援の充実 

本年度の学生支援の主な取り組みは、ゼミ制導入と学習センターの運用開始である。ゼミ制の導入は、

従来の学生生活指導主体のチューター制より、少人数による学修指導に重点を置いたゼミ制に移行した。

１年次は基礎演習Ⅰ、２年次は基礎演習Ⅱ・研究法、３年次は研究演習、総合演習Ⅱ、４年次は総合演

習Ⅱ、卒業研究の科目をゼミ単位で実施し学生と教員がより密接に交流できる体制を作った。 

次に本年度よりの学習センターの運用開始であるが、前述したように専門科目の基礎サポート、補習セミ

ナー、学習相談、ワークショップなどの開催を主な業務とし、本格稼働は平成 28年７月より各種イベントを

開始し、徐々に利用者数を増やし延べ利用者数は 283 名に達している。また実施内容は、学習相談が

1.4%、心理的問題への支援 0.7%、その他セミナーなど 98%である。その他の活動としては、ゼミ担当教員

による学生面談後の要支援学生に対する支援、各種アンケート調査などを実施した。 

 

 

７．地域社会との連携 

本年度の地域連携活動としては、「高等教育コンソーシアムにいがた」への参加、産学官連携による共

同研究、地元地域との連携として、高大連携事業(新発田中央高等学校、新潟県立村上桜ヶ丘高等学

校との高大連携事業に関する協定調印)、講演・講習会・出前講義として、「むらかみ長寿大学」、村上支

部老人クラブ連合会共同の転倒予防教室「転ばぬ筋力アップ教室」、「食べる力をつける教室」、新潟リハ

ビリテーション大学連携講座「健康維持のための心得」４回、作業療法学専攻教員による講義４回、新潟リ

ハビリテーション大学連携講座「首・肩の痛みと対処法」４回、介護予防・日常生活支援総合事業への派

遣（村上市）、各種団体・行政機関への委員会の委員・評議員派遣などを行ってきた。また学生の地域貢

献活動として「基礎演習Ⅰ」の授業の一環として、地元のイベントへの参加、岩船中学校チャレンジウォーク、

新潟県立村上特別支援学校運動会、岩船中学校体育祭、村上支部老人クラブ連合会とのペタンク交流

大会などボランティア参加し学生の知見を広めた。 

 

 

８．財政基盤の安定に向けて 

大学財政基盤の安定化については、各専攻の均衡のとれた定員の確保と教育の結果としての国家試

験合格率を上げていくことが重要と考え本年度の活動に取り組んできたが、理学療法学専攻以外は、入学

定員数の確保には達しなかった。次年度に於いては、本年度以上に専攻の特徴・職種理解への周知を行

っていく必要がある。国家試験合格率については、各専攻とも年々改善傾向にあり特に初めて卒業生を出

した作業療法学専攻においては好成績を得ている。今後は、ゼミ制度の活用、秋卒業の導入などを活用し

より一層の学生募集の強化に努めていく。 
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９．今後の課題について 

本年度の課題としては、第一に学生数の減少傾向が挙げられる。学生数の減少は、全国的な大学進学

者数の減少が大きな要因であるが、大規模校や知名度の高い大学への集中も原因と考えられる。こうした

状況を改善するよう学内教育体制や広報活動の見直しを行ってきたが、それ以上の速度で社会状況が変

化し改善が追い付いていないのが現状である。従ってこれからの学内改革としては、スピード感のある意思

決定を全教職員が心がけると共に、他大学にない独自性のある教育内容を構築しなければならない。 

 

 

10．学生の修学、進路選択及び健康等に係る支援について 

学生生活に関わる修学上の問題や進路選択などについて、まずは入学時より指定されたゼミ担当教員

が窓口となり相談に応じる。学生の抱える問題が継続的に専門家の支援が必要な場合は、学習センター

で学習のつまずき、学生・キャリア支援室で就職活動支援、学生指導、サークル活動支援、学務課で履修

登録、成績通知、各種手続き、奨学金相談、新潟リハビリテーションクリニックで心身の健康について支援

を行える体制を整えた。 

 

 

11．入学志願者数、受験者数、合格者数、入学者数（当該年度）について 

  平成 29 年度入試（平成 28年度実施） 

 AO 推薦 社会人 一般 センター 合計 

理学療法学専攻 13 18 0 10 3 44 

作業療法学専攻 5 9 0 4 1 19 

言語聴覚学専攻 3 4 0 1 1 9 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ心理学専攻 0 1 1 0 1 3 

合計 21 32 1 15 6 75 

 

 

12．教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績について 

新潟リハビリテーション大学ホームページ・教員一覧；http://nur.ac.jp/teachers-list/ 参照のこと。 

 

 

13．授業科目、授業の方法及び内容並びに年間授業計画について 

新潟リハビリテーション大学ホームページ・「授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に

関すること【5 号関係】」； http://nur.ac.jp/about/public/ 参照のこと。 

 

 

14．卒業認定について 

＜学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー）＞ 

以下のような能力を身に付け、かつ修了要件を満たした学生は、卒業が認定され、学士（リハビリテーシ

ョン学）の学位が授与される。 

 

（理学療法学専攻） 

・理念;「人の心の杖であれ」の精神を持ち、社会に貢献する。 

・態度・行動; 正しく観て、考え、判断し、行動する。 

・知識・技術; 理学療法士としての基本的な知識・技術を持つ。 

・意欲; 自分の仕事や社会に関心を持ち続け、生涯を通して自らを高める。 



15 

 

（作業療法学専攻） 

卒業までに身につける資質 

作業療法学専攻では以下のような能力を身につけ、かつ所定の単位を修得した学生に卒業が認定され、

学位が授与されます。 

・対象者の障がいのみではなく、生活、価値観、社会的役割などを評価し、その対象者にとって意味のあ

る作業を賦活する能力を有する者。 

・対象者をめぐる他職種と協業し、対象者の地域生活を支える能力を有する者。 

・卒業後も作業療法技術へのあくなき探究を続け、国際的な視野を持ち、作業療法の発展に寄与でき

る者。 

（言語聴覚学専攻） 

・言語聴覚士として確実な知識と技術、判断力などの能力を身に付けるために今後も努力を続ける十分

な意欲がある。 

・言語聴覚士としての専門領域および関連する領域の知識･技術の向上や医療の発展に惜しみない努

力をして、自己研鑽と言語聴覚学分野の発展および社会貢献の意識を高く持つ。 

・医療人、言語聴覚士として、人間とかかわる職業の特殊性と重要性に真摯に向き合えている。すなわ

ち人間の尊厳に対する高い倫理観と豊かな感性、広い視野と温かな心を持ち患者様に寄り添うことが

できる。 

（リハビリテーション心理学専攻） 

・人間の心に対する理解が、心理諸学や他専門領域の知見によって学際的になされている。 

・人間が抱える心の課題について、その研究や啓発、支援介入に必要な知識を有している。 

・身につけた心理学的知見を社会へ還元できる。又は、高度教育へ学習を進化できる。 

 

＜卒業要件＞ 

新潟リハビリテーション大学学則、第 15 条(卒業に必要な授業科目の履修と単位数)、第 23 条(卒業)

に記載。(新潟リハビリテーション大学ホームページ「学修の成果に係る評価及び卒業認定にあたっての基

準に関すること【6号関係】」、http://nur.ac.jp/about/public/ 参照) 

 

 

15．授業料・入学料等について 

理学療法学専攻・作業療法学専攻・言語聴覚学専攻（平成 28年度金額） 

年次 入学金 
学費内訳（半期分；700,000 円） 

年間納付総額 
授業料 実験実習料 施設設備金 

１年次 350,000 円 500,000 円 75,000 円 125,000 円 1,750,000 円 

２年次 ― 500,000 円 75,000 円 125,000 円 1,400,000 円 

リハビリテーション心理学専攻（平成 28年度金額） 

年次 入学金 
学費内訳（半期分；500,000 円） 

年間納付総額 
授業料 実験実習料 施設設備金 

１年次 350,000 円 350,000 円 25,000 円 125,000 円 1,350,000 円 

２年次 ― 350,000 円 25,000 円 125,000 円 1,000,000 円 

 

 

16．卒業者数（学位授与数）について 

平成 28年度 医療学部卒業者数 

理学療法学専攻 38 名 

作業療法学専攻 17 名 



16 

 

言語聴覚学専攻 23 名 

合計 78 名 

 

 

17．卒業後の状況について 

平成 28年度 医療学部卒業後進路 

 卒業生 就職 進学 その他 

理学療法学専攻 38 名 33 名 ０名 ５名 

作業療法学専攻 17 名 16 名 ０名 １名 

言語聴覚学専攻 23 名 15 名 １名 ７名 

合計 78 名 64 名 １名 13 名 

 

 

 

（３）大学院リハビリテーション研究科 

１．事業の概要 

大学院の組織力を強化して、学生募集の効果を上げるため、東京地区にサテライトキャンパスを開設し

た。 

 

主な事業の目的・計画、計画の進捗状況について 

① サテライトキャンパスの運用 

高次脳機能障害コースにおいて、新たに社会人学生を対象としたサテライトキャンパスを、東京池袋

地区に設置した。１年間運用の後、学修環境の一層の向上を図るために、年度末に東京秋葉原地区に

移転した。サテライトキャンパスには、村上キャンパスを上回る入学者があった。 

 

② 教育の質的転換 

教育課程の構造を分かりやすく明示する工夫としての科目ナンバリング制度および研究プロセスにお

ける評価の観点を可視化するリサーチルーブリック制度を継続活用した。また、標準テストの一種である

PROG (Progress Report on Generic Skills)テストも継続実施し、結果の有効活用に向けて、専門家によ

る解説会を実施した。PROG は、これまで大学院のみが利用していたプログラムであるが、学部のリハビリ

テーション心理学専攻の学生にも導入を開始した。 

 

③ ウェブ授業による学修支援 

サテライトキャンパスの設置に伴い、多様なメディアを高度に利用したウェブ授業を展開させた。村上

と東京間の双方向面談や、ビデオ収録した授業の配信等を、授業収録システムを活用して実施した。 

 

④ 研究倫理教育の強化 

研究者等への倫理教育・研修の規程が整備され、研究倫理教育の受講は、院生を含む研究者全て

に対して必須の事項となった。本大学院では、医療倫理科目を必修として開講しており、国際基準を満

たした e-learning （CITI Japan Project）を、県内の大学の中では、いちはやく導入した。この教材のほか、

適宜、他の有用な e-learning 教材、ウェブ教材等の活用を促した。 

 

⑤ 柔軟な授業時間割編成の実施 

サテライトキャンパス設置に伴い、遠距離通学の社会人が増加した。個々の院生の勤務状況により、
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通学できる曜日や時間帯が異なる状況であったが、彼らの履修が容易に行われるよう、時間割編成等

については、編成後の変更も含めて、これまで以上に、個別の希望を聞きながら柔軟な対応を行った。

場合によっては、院生の都合に合わせて、同じ内容の講義を複数回実施して対応した。 

 

⑥ 新コース設置の準備 

学部に新たに設置した「リハビリテーション心理学専攻」から接続し発展的内容を学べる、新たな履修

コースとして、「心の健康科学コース」を2017年度に設置する準備を行った。新たなコースでは、看護師

をはじめとする多様な医療職も履修しやすいカリキュラムを提供するように準備を進めた。 

また、2018 年度には、サテライトキャンパスに運動機能科学コースを設置、2018 年度以降には、村

上キャンパスに言語聴覚士養成コースおよび公認心理師養成コースを設置していくことを決定し、準備

を開始した。 

 

 

２．学生確保に向けた取り組み 

① 学内外での広報活動の展開 

学内においては、学部生に対し、従来から所属専攻と関連する分野の大学院特別講義の聴講を呼び

かけ、発展的な講義を体験する機会を提供して大学院への興味を引き出している。また、保護者会時

に、大学院説明の機会を設け、保護者にも進学の意義を理解していただけるように努めた。学外での広

報活動としては、学部のオープンキャンパスに合わせて大学院のオープンキャンパスも同時開催したほ

か、大学院進学情報誌に記事を掲載し、定期的に情報を更新した。サテライトの学生募集に関しては、

担当教員が主宰する学会のホームページでも、本学の紹介を行い、志願者増加につながった。口コミ等

により本学ホームページのお問い合わせフォームからの資料請求も増加した。 

 

② 社会人学生が履修しやすい学修環境の提供 

社会人院生を確保するために、専門性の高い内容を提供する高次脳機能障害コースのサテライトキ

ャンパスを、社会人の需要の高い東京地区に設置した。サテライトキャンパスでは、e-learning やウェブ

授業の実施等、学生に多様な学修形態を提供して学修の便宜を図ることで、遠隔地からの入学生獲得

につながった。 

そのほか、働きながらでも通いやすい受講体制として、（①長期履修制度、②各人の希望スケジュー

ルを重視して編成した講義時間割、③Eメールを利用した連絡や指導 等）を、村上・サテライトの両キャ

ンパスで実施した。 

また、１科目からでも受講可能な科目等履修生から正規院生に移行する際の、本学独自の支援制度

（科目等履修生から正規院生に移行する場合の学費減免、単位移行のシステム）についての周知を引

き続き行った。諸般の事情から、すぐに正規院生としての入学が難しい場合でも、科目等履修生や研究

生等、多様な学びの手段を提供することで、各自にあったステップを踏みながら高度な学修を進めてい

く事が可能なことを、パンフレットや説明会を通じて周知を行ったほか、新しくリクルートのホームページ

（社会人のための大学・大学院検索サイト/大学&大学院.net）にも情報を掲載して広報を行った。 

 

③ ニーズ調査の実施 

８月６，７日に開催された、第 21 回新潟神経・言語障害学セミナー会場（本学）において、セミナー参

加者を対象として、大学院に関するニーズ調査を実施した。本調査は、本学の大学院教育の一層の充

実・向上を図ることを目的として、セミナー参加者の大学院進学意向、教育内容や支援体制への希望

内容等を調査した。その結果は、本学における今後の大学院教育を検討する際の基礎資料として活用

した。 

全部で16項目の質問を用意したが、そのうちの結果のいくつかを要約して紹介すると次のようになる。 

・社会人を受け入れる大学院に興味を示す人が多いものの、実際に機会があれば進学したいと考えてい
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るのは興味を示す人の半分程度である。・進学の魅力は高度で専門的知識が身に付き学位が取得でき

ることであるが、勤務時間が長く大学院のための時間が割けなかったり学費が高かったりすることが進学

の障害となっている。・大学院教育に望むことは、研究を行うための充実した施設・設備・環境等が整っ

ていたり、研究へのサポート体制が充実したりしていること、などであった。 

 

 

３．教職員並びに教育の資質向上を目指した取組み 

① 大学院独自の FD 体制の確立 

授業評価アンケートの実施、集計、教員へのフィードバックは、全学の FD 委員会の業務から独立して、

大学院学務委員会において実施した。 

 

② 厳格な成績評価制度導入に向けた準備 

2017年度入学の大学院新入生から、GPAに基づく学修指導の計画を策定し、学修指導を行っていく

ことを決定し、評価方法の詳細を定めた。 

 

③ 研究支援 

良質な教育は高度な最新研究に裏打ちされた上で成立するものである。このため、教員には裁量労

働制が導入されており、研究・研修時間の確保がなされている。また、個人研究費を提供し、研究推進

の環境を整えている。院生の研究費用となるコース研究費は、コースごとの在籍院生数に応じた傾斜配

分とした。 

 

 

４．財政基盤の安定に向けて 

① 事業活動収入 

各種補助金や競争的外部資金等の受け入れを強化するなど、多様な増収策による財源確保に努め、

財政基盤の安定を目指した。その結果、大学全体の項目でも述べた通り、運営費に関する複数の補助

金を獲得できたほか、研究資金としても、私立大学戦略的研究基盤形成支援事業をはじめ科研費等の

公的研究費を得ることができ、当該研究課題はもちろん、広く教育研究にも使用できる機器類を多く設

置することができた。今後も多くの外部資金を獲得できるよう、教員の研究意識を高めていく。 

 

② 事業活動支出 

サテライトキャンパス設置に伴い、運用体制が確立するまでは、環境整備のための支出がある程度か

さむ。限られた予算の中でサテライトを含む教育研究環境整備を効率よく行っていくために、支出のむだ

をなくすことに努めた。 

 

 

５．今後の課題について 

・大学基準協会による認証評価で、大学院に唯一付された努力課題は「収容定員に対する在籍学生数

比率が低いので、改善が望まれる。」というものであった。これについては、従前より、本大学院の当面

の課題で最重要なものと認識し、上述のような各種の努力を試みてきている。社会人の通学にとって不

利な立地条件等を克服すべく、サテライトキャンパスの開設を目指し学生募集を行った結果、入学者

数が増加した。今後は村上本校の入学者確保により定員充足を目指すひとつの方策として、日中共通

教育プロジェクトに基づき、中国人留学生の受け入れを強化していくほか、新たな履修コースの設置に

より、本学卒業生のみならず、多様な入学者を獲得していく。 
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６．学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援について 

・各種学生支援については、新入生オリエンテーション時に紹介しているとともに、学生便覧にも掲載し

ている。 

・本大学院は少人数教育であり、教員の目が行き届きやすい環境にある。とりわけ、研究科長や研究指

導教員等は、随時きめ細やかに講義の出席状況や研究進捗状況を確認したり、学修や生活の相談に

当たったりしている。また、前述したように、社会人の場合は特に、履修が容易に行われるよう、各種配

慮を行うなど柔軟な対応を行っている。 

・研究指導にあっては、学生が望む場合は、夜間、休日に関わらず、メール指導等での対応を行うことも

可能としている。とりわけ、研究計画書提出前や、修士論文中間発表会、最終発表会、修士論文提出

前にあっては、指導教員が親身になって対応しており、これまでのところ研究の未完成による留年者は

いない。 

 

 

７．入学志願者数、受験者数、合格者数、入学者数（当該年度）について 

2016 年度入試 (2015 年度実施) 

志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

７名 ７名 ７名 ７名 

 

2017 年度入試 (2016 年度実施) 

志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 

６名 ６名 ６名 ６名 

 

 

８．教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績について 

http://nur.ac.jp/gs/gs-teachers/ 参照のこと。 

 

 

９．授業科目、授業の方法及び内容並びに年間授業計画について 

当該年度の大学院講義概要（学生便覧・修士論文関係要綱との合冊子体）参照のこと。 

 

 

10．修了認定について 

＜学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー）2016年度＞   

以下のような能力を身に付け、かつ修了要件を満たした学生は、修了が認定され、修士（リハビリテーシ 

ョン医療学）の学位が授与される。   

１ 共通科目の履修を通して、リハビリテーション医療に対する理解を深めるために、専門領域を超えて 

深く問題を探求する姿勢。   

２ 各コースにおける体系的な学修を通して、摂食・嚥下障害、高次脳機能障害、運動機能科学に関す 

る多様な課題を発見分析し、自ら解決する能力。   

３ 修士論文研究を通して、高度な知識の活用能力、批判的・論理的思考力、表現能力、プレゼンテー 

ション能力等を総合する力。 

 

＜修了要件＞   

１ 研究科に２年以上在学すること。   

２ 必修単位（各コースで異なる）を含む 30単位以上を修得すること。   
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３ 提出期限までに修士論文を提出し、修士論文の審査（論文審査、発表審査）および最終試験に合

格すること。   

４ 所定の学費等を納めていること。 

 

 

11．授業料・入学料等について 

授業料等（平成 28年度年額） 

 入学検定料 入学金 授業料 合計 

１年次 30,000 円 100,000 円 1,100,000 円 1,230,000 円 

２年次  ― 1,100,000 円 1,100,000 円 

※長期履修学生については、授業料年額を別途定める。 

 

   特待生制度について 

学業・人物ともに優れた入学試験成績上位者に対して、学費の一部免除の特典を与え、入学後の

学業を奨励し学習意欲の高揚を図るとともに、リハビリテーション分野での有為な人材の育成に資する

ことを目的とした「特待生」制度がある。 

減免内容 採用予定数 

入学金の全額および各年度の授業料のうち 100,000 円を

免除 

６名程度（両キャンパス合わせて）

選考基準を充たした者 

※免除された学費の返還義務は一切ない。 

 

 

12．修了者数（学位授与数）について 

2016 年度の修了生（および就職進学者数）は３名である。開学時から 2016 年度までの修了者数（修

士学位授与数）総数は 24名である。修了年度ごとの修了者数は下表の通りである。 

2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 

２名 ２名 ３名 ８名 ４名 ０名 １名 

2015 年度 2016 年度      

１名 ３名      

 

 

13．修了後の状況について 

これまでの修了生の修了直後の就職先は以下の通りである。 

・大学、短期大学、専門学校等 教育機関 教職員（13 名） 

・病院・施設等医療・福祉関連機関 専門職員 （11 名） 
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３．新潟看護医療専門学校 

１．事業の概要 

 平成16年に開校し12年目を迎えた本校において、今年度は学生確保、教育の質的向上、教育環境の

整備を中心に据えて事業に取組んできた。学生確保については、看護学科では定員確保をすることができ

たが、東洋医療学科については抜本的な広報戦略の見直しが必要とされる。昨年度途中で認定を受けた、

職業実践専門課程のメリットを訴求できるような広報活動を推進していく必要がある。国家試験については、

看護学科、東洋医療学科ともに全国平均合格率を上回る結果であったが、今年度も全員合格の目標を

達成することができず、今後の教育方法のさらなる改善が必要とされた。教育環境の整備については、老

朽化が目立つ箇所の修繕工事を実施し、今後も定期的に整備を図っていく。 

その他の事業活動については、以下に報告する。 

 

２．学生確保に向けた取り組み 

① 入学者選抜方法の見直し 

ＡＯ入試を４年ぶりに再導入（看護学科）した。また、社会人経験者の受け入れ拡充のため、これまで

１回のみであった社会人入試を４回実施した（両学科）ことにより、本校志望者へ選択の幅を持たせるこ

とができた。 

 

② 教員参加型の募集活動 

学生募集委員会のもとで、新潟県下越、中越地区を中心に高校訪問を強化した。教員が訪問するこ

とにより、学修内容、就職状況、国家試験について、より具体的な説明をおこなえるようになり、各種ガイ

ダンスへも教員が積極的に参加することにより、対象者との直接接触の機会を多くすることができた。 

 

③ 特待生制度の創設 

より優秀な学生を確保すべく、一般入学試験の上位合格者若干名に対し入学金免除とする特待生

制度を創設した。今後も入学から卒業まで、様々な学修支援体制を構築していきたいと考えている。 

 

④ ホームページの運用 

ツイッター等のSNSを活用し、ホームページ上の情報については速報性を重視し、学校の活動状況に

ついてはなるべくわかりやすい内容を心がけた。競合校が増える中、情報発信に対するホームページの

ウェイトはさらに大きくなり、本校もホームページの全面リニューアルなど検討が今後必要になってくる。 

 

⑤ 姉妹校と一体となった広報活動の取り組み 

共通の学生募集システムを使用していることより、お互いの動向を把握でき、定期的に意見交換を行

うなど連携を強化し、広報活動を推進している。 

 

３．教職員並びに教育の質的向上を目指した取り組み 

① 授業方法等の改善について 

入職１年目の教員に対する授業見学会、学科会議において定期的に行われている FD 研修会などの

取組を活用し、教員が相互に協力して授業方法等を改善する仕組みを検討している。また、学生からの

多様なニーズに応えられるよう、教員のみならず事務職員も即応できるよう、常日頃から学生状況につ

いての意見交換を行うことにより、密接に業務を行えるような仕組みができはじめてきた。 

 

② 学外研修を通した自己啓発 

教員が年間を通じ、実務研修へ計画的に参加することにより、教育力、学修支援力を養い、対外的

な調整力をも身につけることができた。 
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③ 授業アンケートの活用について 

授業に関する学生の授業評価アンケートの結果をもとに、教員が学生の授業に対しての意欲・姿勢を

理解し、授業の進め方、教材の分かり易さ等、今後の教育活動の策定に役立てることができた。その情

報を事務職員も共有することにより、学生状況を把握することができるようになった。 

 

④ 休退学防止 

個々の学生と向き合えるチューター制度は、長年に渡って実施している経験もあり、学生からの評価

も高いと感じている。教務主任の業務は多岐に渡り、業務の比重が高いため、次年度からは教務主任代

理を各学科配置し、学生の修学状況や生活態度等の指導を担う予定であり、教務主任、教務主任代

理、事務局と連携し学生の動向を把握するよう努める。 

 

４．教育環境の整備 

① 附属東洋医療センター鍼灸治療院の移設 

計画通り、学校向かい側の土地を段階的に取得したが、今年度より実施予定の治療院移設計画は

本学園の全体の計画等により延期となった。 

 

② 設備整備について 

教育環境、福利厚生の向上を図るため、演習室及びフリースペースの什器設備を更新した。図書館

については、視聴覚スペースの充実、一般雑誌を配架する等、図書委員が中心となり学生が利用し易

い環境を整備している。 

 

③ 施設修繕について 

老朽化が目立った各所の修繕工事を実施した。次年度以降も、内部、外部ともに修繕が必要な場合

は、順次を実施していく。 

 

５．財政基盤の安定に向けて 

財政基盤を安定させるには収入の大部分を占める学生納付金の確保、つまり入学者を確保しなければ

ならず、学生確保に向けた様々な取り組みを行っている。特に東洋医療学科においては定員未充足である

ため、医療系養成校による学生募集が年々激しさを増す中、これまで以上に一丸となった募集活動を展

開していく必要がある。 
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４．新潟看護医療専門学校村上校 

１．事業の概要 

平成28年度は、１年目の実績を踏まえながら、引き続き、設置計画のとおり教育理念、目標に向かっ

て学生教育ならびに学校運営にあたった。加えて、前年度の講義･演習等のふりかえりを取り入れながら

教育環境の充実を図った。また、国家試験対策については、学習のまとめや模擬試験を実施し、完成

年度に向けた取り組みを行った。 

 

２．学生確保に向けた取り組み 

① 地域の学生を中心とした確保 

地域（村上）を中心とした広報活動（学校訪問、ガイダンスの参加等）を、積極的に行った。また、今年

度は教職協働による高校訪問を行うことでより具体的な学校説明、学生情報の共有を行うことが出来た。

さらに地域特待生制度の継続による地域学生の確保は着実に定着しつつある。 

 

② 社会人の確保の強化 

全入学試験日程に専願として社会人入学試験を実施した。さらに第１回の試験では成績優秀者への

入学金減免制度を取り入れ、初回の入学者の増加につなげた。このことにより、目標どおり安定した社会

人学生の確保が出来た。 

 

③ わかり易く・興味を引く広報 

オープンキャンパス・学校説明会等の広報資料を、見て、読んでわかり易く改善し、興味・関心の持て

る内容作りに努めた。 

 

④ 通学の利便化 

学校近隣に学生専用の駐車場を確保し、車通学の学生がより通いやすく考慮した。また、電車通学の

学生に対しては、学生アンケートをもとに、時間割にあわせスクールバスの増便を図り、利便性の確保に

努めた。 

 

３．教職員並びに教育の資質向上を目指した取組み 

① カリキュラムの理解・授業方法の促進 

教員間の講義・演習・実習への、参加・意見交換等を通して、授業間のつながり、並びに、具体的教

授内容の理解に努めた。 

 

② 授業アンケートの活用 

学生からの授業に関するアンケートをもとに、学生がより学びやすく理解しやすい内容にそれぞれの科

目ごとに改善を加え、教育内容全般の自己点検・改善を行った。 

 

③ 自己教育力の向上 

各種研修会や講演会への参加のほか、昨年に引き続き、教育方法や実習方法を中心として学習会、

報告会等に出席することにより、一人ひとりの知識・技術力の向上を図った。 

 

４．教育環境整備 

① 教育環境の改善 

外来講師を含めた教員間の講義聴講や、演習の実施にあたり、教職員及び学生の意見等を検討し、

可能なものから改善を図った。 
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② 施設の改善 

施設環境は充実したものになってはいるが、行事等の企画・実施にあたり、昨年度の反省点や教職員

及び参加者からの意見を取り入れ、給湯の場所増加など、細部での充実のため、可能なものから改善を

図った。 

 

５．財政基盤の安定に向けて 

① 入学定員の確保 

指定校推薦、一般推薦、社会人、特別入試による専願者の確保、強化を目標に募集活動を行った

結果、目標どおり専願者の安定確保及び定員確保が出来た。 

 

② 退学・休学者の防止対策 

チューターによる定期的面談や各種交流の機会を設け、学生の変化の早期発見に努めて学生指導

を行った。 

 

③ 使用経費の適正化 

昨年度を基本に臨時的な支出については、必要性の精査を行い適切な使用に努めた。また、実習地

までの交通手段の検討、諸費の予算化など、新たに検討が必要な経費についても全体の予算の中で、

今後の方向性も検討しながら必要に応じた改善・微調整を行った。 

 

④ 看護師国家試験対策 

国家試験対策については、１回生（平成 29年度）の受験に向けて、外部業者による模擬試験を活用

し、自己の現状を客観的に評価出来るとともに、国家試験対策講座等を取り入れ、国家試験対策の必

要度認識アップと学習習慣づくりの定着を促しながら、個別強化を図った。 
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Ⅲ．財務の概要 

１．資金収支計算書 

学園全体ならびに新潟リハビリテーション大学の資金収支計算書の経年比較は下表のとおりである。 

収入について、学生生徒納付金は「新潟看護医療専門学校村上校」の学年進行による３千５百万円の

増額、寄付金の３百万円強の増額については新校舎建築への寄付によるものである。また、補助金収入に

ついては新潟リハビリテーション大学で約１億５千２百万円、新潟看護医療専門学校で百６５万円、新潟看

護医療専門学校村上校で約１千４百万円のそれぞれ交付を受け、全体の補助金収入額としては、約 1億

６千８百万円を計上し、加えて収益事業収入５百万円を計上した。その他の収入の１億４千万円の減少は、

昨年度の新潟看護医療専門学校村上校の校舎建築に係る補助金収入によるものである。また前受金が

２千２百万円の減少になっているが、期をまたいでの納入によるものである。 

支出について、人件費は新潟リハビリテーション大学の教員増員及び退職金掛金の対象者の増加が大

きな要因である。教育研究費支出については、新潟リハビリテーション大学作業療法学専攻の完成年度及

び新潟看護医療専門学校村上校の学年進行による実習施設での実習諸経費の増額に加え、学生への

経済的負担を軽減するための奨学金の増額が主な要因である。施設設備等関係支出の増額については

駐車場用地の整備諸費及び中型の学バス、学生のためのシェアハウスの購入によるものである。また、資

産運用支出の大幅な増加は、中長期計画に基づき、新校舎建築にかかる２億５千万円の基本金の組入

れを行ったためである。 

次年度繰越資金について、昨年度からの７千３百万円の減少については、前受金の納入が年度を越え

たためであり、資金については昨年同様で推移している。 

 

資金収支計算書 

                       (平成 26年度から平成 28年度)  

【法人全体】                                              （単位：千円） 

収入の部 支出の部 

科 目 26 年度 27 年度 28 年度 科 目 26 年度 27 年度 28 年度 

学生生徒納付金収入 786,319 876,081 911,364 人件費支出 451,928 486,086 512,954 

手数料収入  13,587 12,427 10,159 教育研究費支出 185,683 178,317 229,934 

寄付金収入  1,965 474 3,726 管理経費支出 69,152 71,851 81,997 

補助金収入  264,020 179,559 168,745 施設関係支出 436,153 29,346 43,615 

付随事業・収益

事業収入 
－ 6,000 5,000 設備関係支出 132,909 74,043 61,011 

受取利息・配当

金収入 
－ 66 4 資産運用支出 20,613 20,592 250,632 

資産運用収入 73 － － その他の支出 148,201 393,969 171,292 

事 業 収 入 5,170 － － 資金支出調整勘定 △282,268 △27,433 △42,387 

雑 収 入 12,551 8,822 5,941 次年度繰越支払資金 491,556 628,414 554,491 

前受金収入  503,320 515,940 492,980     

その他の収入 131,190 319,355 177,889     

資金収入調整勘定 △651,496 △555,095 △540､681     

前年度繰越支払資金 587,230 491,556 628,414     

収入の部合計 1,653,930 1,855,185 1,863,543 支出の部合計 1,653,930 1,855,185 1,863,543 

*千円未満切捨てのため合計に差異が出る場合があります。 
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  【新潟リハビリテーション大学】                                    （単位：千円） 

収入の部 支出の部 

科 目 26 年度 27 年度 28 年度 科 目 26 年度 27 年度 28 年度 

学生生徒納付金収入 603,639 638,361 634,804 人件費支出 284,281 293,289 299,517 

手数料収入  8,133 8,078 6,310 教育研究費支出 115,220 126,282 167,610 

寄付金収入  1,544 109 3,281 管理経費支出 36,３２ 37,614 51,517 

補助金収入  86,679 160,712 152,671 施設関係支出 1,074 7,810 11,315 

資産運用収入 0 0 0 設備関係支出 40,753 59,165 45,151 

事 業 収 入 170 0 0 資産運用支出 0 0 0 

付随事業・収益

事業収入 
－ － － その他の支出 27,352 43,034 54,040 

受取利息・配当

金収入 
－ － － 資金支出調整勘定 △7.307 0 △20,083 

雑 収 入 7,329 7,952 4,629 次年度繰越支払資金 0 0 0 

前受金収入  339,220 328,840 283,970     

その他の収入 24,528 34,115 36,255     

資金収入調整勘定 △323,710 △339,560 △328,840     

前年度繰越支払資金 0 0 0     

収入の部合計 739,637 838,607 793,081 支出の部合計 497,703 567,197 609,069 

*千円未満切捨てのため合計に差異が出る場合があります。 
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２．事業活動収支計算書（旧消費収支計算書） 

学園全体ならびに新潟リハビリテーション大学の事業活動収支計算書については下表のとおりである。 

収入及び支出の主な増減については資金収支計算書の説明のとおりである。全体の教育活動収支差

額の６千万円の減少については新潟リハビリテーション大学の学生募集強化に伴う広報費等の増加に加え、

医療学部リハビリテーション学科作業療法学専攻の学年進行による外部での臨床実習に係る諸経費の増

加、並びに新潟看護医療専門学校村上校の学年進行によるものである。また個別には、新潟リハビリテー

ション大学及び新潟看護医療専門学校は昨年度に引き続き黒字で推移している。看護医療専門学校村

上校は、学年進行中のため差額がマイナスとなっているが完成年度とともに改善する見込みである。 
 

事業活動収支計算書 

（平成 28年度） 

【法人全体】                                             単位（千円） 

教

育

活

動

収

支 

収 

 

入 

科目 決算 

学生生徒納付金 ９１１，３６４ 

手数料 １０，１５９ 

寄付金 １，３３０ 

経常費等補助金 １５８，５９４ 

付随事業収入 ０ 

雑収入 ５，９４１ 

教育活動収入計 １，０８７，３８９ 

支 

 

出 

人件費 ５１５，５２５ 

教育研究費 ３５３，７７５ 

管理経費 ８２，９６７ 

徴収不能額等 ０ 

教育活動支出計 ９５２，２６９ 

教育活動収支差額 １３５，１２０ 
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教

育

活

動 

外

収

支 

収

入 

科目 決算 

配当利息・配当金 ４ 

その他の教育活動外収入 ５，０００ 

教育活動外収入計 ５，００４ 

支

出 

借入金等利息 ０ 

その他の教育活動外支出 ０ 

教育活動外支出計 ０ 

教育外活動収支差額 ５，００４ 

経常収支差額 １４０，１２５ 

 

特

別

収

支 

収

入 

科目 決算 

資産売却差額 ０ 

その他の特別収入 １３，５１７ 

特別収入計 １３，５１７ 

支

出 

資産処分差額 ２０２ 

その他の特別支出 ０ 

特別支出計 ２０２ 

 特別収支差額 １３，３１５ 

 

事業活動収支差額（基本金組入前） １５３，４４０ 

基本金組入額合計 △３４３，６６９ 

当 年 度 収 支 差 額 △１９０，２２９ 

前年度繰越収支差額 △１，１８５，０４０ 

翌年度繰越収支差額 △１，３７５，２６９ 

 

参考 

事業活動収入計 １，１０５，９１２ 

事業活動支出計 ９５２，４７１ 

*千円未満切捨てのため合計に差異が出る場合があります。 
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事業活動収支計算書 

（平成 28年度） 

【新潟リハビリテーション大学】                                   単位（千円） 

教

育

活

動

収

支 

収 

 

 

入 

科目 決算 

学生生徒納付金 ６３４，８０４ 

手数料 ６，３１０ 

寄付金 ８８５ 

経常費等補助金 １４４，１７７ 

付随事業収入 ０ 

雑収入 ４，６２９ 

教育活動収入計 ７９０，８０７ 

支 

 

出 

人件費 ３００，１６４ 

教育研究費 ２３１，８２０ 

管理経費 ５１，６９０ 

徴収不能額等 ０ 

教育活動支出計 ５８３，６７６ 

教育活動収支差額 ２０７，１３０ 

教

育

活

動 

外

収

支 

収 

 

入 

科目 決算 

配当利息・配当金 ０ 

その他の教育活動外収入 ０ 

教育活動外収入計 ０ 

教育活動外収入計 ０ 

支 

 

出 

借入金等利息 ０ 

その他の教育活動外支出 ０ 

教育活動外支出計 ０ 

教育活動外支出計 ０ 

教育外活動収支差額 ０ 

経常収支差額 ２０７，１３０ 

  

特

別

収

支 

収

入 

科目 決算 

資産売却差額 ０ 

その他の特別収入 １１，８５０ 

特別収入計 １１，８５０ 

支

出 

資産処分差額 １５９ 

その他の特別支出 ０ 

特別支出計 １５９ 

 特別収支差額 １１，６９１ 

 

事業活動収支差額（基本金組入前） ２１８，８２１ 

基本金組入額合計 △２８，６０１ 

当 年 度 収 支 差 額 １９０，２２０ 

前年度繰越収支差額  △７１５，３６２ 

翌年度繰越収支差額  △５２５，１４２ 
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参考 

事業活動収入計 ８０２，６５７ 

事業活動支出計 ５８３，８３６ 

*千円未満切捨てのため合計に差異が出る場合があります。 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．貸借対照表 

 資産の部の固定資産は、駐車場用の土地の取得ならびに第 2 号基本金の積立等により、２億３千万円

の増額となった。また流動資産は現預金及び未収入金が大きく減少し約１億円の減額となった。 

 負債の部では前受金が２千万円減額となり、基本金の組入れ額２億５千万円の増額については新校舎

建築に向けた第２号基本金の増額によるものである。 

 

貸 借 対 照 表 

(平成 26年度から平成 28年度) 

 【法人全体】                                              （単位：千円） 

資産の部 

科  目 平成 26 年度末 平成 27 年度末 平成 28 年度末 うち大学 

固定資産 1,867,263 1,880,240 2,112,548 732,154 

 有形固定資産 1,797,715 1,790,339 1,770,118 730,554 

 特定資産  82,669 332,669 － 

 その他の固定資産 69,548 7,231 9,760 1,600 

流動資産 690,089 689,050 591,490 11,045 

資産の部合計 2,557,352 2,569,291 2,704,038 743,199 

負債の部 

科  目 平成 26 年度末 平成 27 年度末 平成 28 年度末 うち大学 

固定負債 69,844 69,868 71,697 44,219 

流動負債 776,455 558,329 537,807 293,410 

負債の部合計 846,300 628,197 609,504 337,629 

基本金の部→純資産の部 

科  目 平成 26 年度末 平成 27 年度末 平成 28 年度末 うち大学 

第 1号基本金 2,695,363 3,017,134 3,099,804 1,617,049 

第 2号基本金 40,000 60,000 310,000 － 

第 4号基本金 49,000 49,000 60,000 － 

基本金の部合計 2,784,363 － － － 

繰越収支差額  △1,185,040 △1,375,269 △1,211,479 

純資産の部合計  1,941,094 2,094,534 405,570 

負債及び純資産の部合計  2,569,291 2,704,038 743,199 
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４．主な財務比率 

【法人全体】 

 計算式 比率 備考 

経常収支差額比率 経常収支差額／.経常収入 １２．８％ 
この比率のプラスが大きくなるほど自己資金は

充実されていて、経営に余裕があるとみなす。 

人件費比率 人件費／経常収入 ４７．２％ 
人件費は経常支出の中で最大の部分を占めて

いるためこの比率が高くなると十分な教育研究

活動に影響がでる。 

教育活動収支差額

比率 

教育活動収支差額／教育活動

収入計 
１２．４％ 本業である教育活動の収支のバランスを表す。 

積立率 運用資産／要積立額 ５１．４％ 
この比率が高いほど「ヒト、モノ（施設設備）」に

対する蓄えが出来ている状態を表す。 

流動比率 流動資産／流動負債 １１０．０％ 

1年以内に返還または支払わなければならない

流動負債に対して現金預金または 1 年以内に

現金化可能な流動資産がどの程度用意されて

いるかを表す。 

 

【新潟リハビリテーション大学】 

 計算式 比率 備考 

経常収支差額比率 経常収支差額／.経常収入 ２６．２％ 
この比率のプラスが大きくなるほど自己資金は

充実されていて、経営に余裕があるとみなす。 

人件費比率 人件費／経常収入 ３８．０％ 
人件費は経常支出の中で最大の部分を占めて

いるため、この比率が高くなると十分な教育研

究活動に影響がでる。 

教育活動収支差額

比率 

教育活動収支差額／教育活動

収入計 
２６．２％ 本業である教育活動の収支のバランスを表す。 

 

５．収益事業 

下記の医療保健業を行っており、当期の状況は次のとおりである。 

 ・新潟看護医療専門学校附属東洋医療センター鍼灸治療院 

 ・学校法人北都健勝学園村上東洋医療センター 

 ・学校法人北都健勝学園新潟リハビリテーションクリニック 

 

（１）損益計算書                （単位：千円） 

診療収入等 11,239  

売上原価 2,286  

期末棚卸高 420  

売上総利益 9,373  

諸経費 7,106 ＊諸経費中 500 万円は学校法人への寄付金として支出 

当期利益 2,405  

 

（２）貸借対照表                   (単位：千円） 

資産 14,857 ＊資産のうち現預金 13,423 円 

負債 362  

当期末処分利益 12,719  

 


